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　製材工場の適正規模に関する研究として，前２回にわたり製材機械の組合せを
基礎とした原木処理能力及び運搬工程機械化の程度を変えた場合の労働の生産性
について述べた。今回はそれらの工場について製造原価及び収益性について検討
する。

　1．算出基礎

　企業経営に必要とする資本投下額，製造原価算定に

必要な諸経費等について実態を調査すれば工場により

相当の差が生ずる。例を1，200mm自動送材車式帯鋸

盤にとってその機械価格についてみれば，各メーカー

により異なり，調べただけでも2，000，000円から

3，000，000円となっている。従業員年間給与にしても

我が国においては未だ終身雇用の傾向があり，諸外国
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に比較して職種別に平均化されず，企業間格差が大き

い。規模別の比較を行うときにこのような各因子の相

異による影響を避けるため価格，原単位等については

すでに発表されている文献により，又不足しているも

のについては調査により妥当と考えられる基準を設定

して算出した。

　1．1．総資本額

　後述する流動資産額と固定資産額の合計即ち総資産

額をもって総資本額とした。総資本、流動資産，固定

資産及び固定資産の内訳を第1表に示した。

　1．2．流動資産額

　製材工業における流動資産回転率を平均2．3回１）と

し，後述の売上高との関係より第１表に示す如く求め

た。

　1．3．固定資産額

　最初に土地であるが，使用面積，価格とも実情はか
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なり差があり各様である。こゝでは工場及び事務所用

敷地は建物の２倍2）とし，原木用土場は貯材能力坪当

り2．78m３，在荷期間2ヶ月，製品置場は貯材能力坪当

り1．39m３，在荷期間1ヶ月とし，坪当り価格を1，000

円とした。

　工場建物は機械配置図により定め，目立室は帯鋸車

径（ft）の総計の2．0～2．5倍の坪数とし，その他ウイ

ンチ，車庫，物置等は１日当り原木処理量の0．1倍を

坪数とした。建物単価は坪当り50，000円とした。

　事務所の建物は事務員数の４倍の坪数とし，単価は

坪当り80，000円とした。

　機械設備についてはその主なものについて必要数量

は前号に述べたとおりである。価格については先にも

述べた如くメーカーにより異り，機械の精度，耐久

性，価格等の面でそれぞれ特長づけていることからか

なり広い巾をもっているのであるが，こゝでは各メー

カーの標準価格を調べて妥当と思われる価格として第

2表を作成し，これを算出基礎として用いた。

　1．4．原価構成

製造原価を原木費，労務費，製造経費の3種に分類した

　原木価格は工場土場着値とし，第３表の如く設定し

た。径級割合は標準生産量設定の前提条件と等しく

　第3表　原　木　価　格

し，各径級における品等割合及び価格指数は表の如く

定めた3）。基準材である径30～38cmⅡ等原木価格を

8,900円／m3として計算し，平均価格7,700円／m3を得

た。なおこの場合の平均1本当り材積は0．397m3であ

る。

　労務費には工員給料手当及び福利厚生費を算入し

た。福利厚生費を含めたのはそれが工員給料手当と直

接的な関係を有し計算の便宜上都合がよいので労務副

費としていれたものである。

　工場従業員給料は工程別に格差を設け，賃金調査資

料4）を参考にして第4表の如く設定した。

　福利厚生費は法定福利

費を給料の７％，その他

3％として計算した。

　製造経費として電力料

については基本料と使用

料にわけて計算した。基

本料は設備K．Wに対し

負荷率0．5，1ヶ月単価

407円とした。使用料は

当所製材工場試験結果5）より大割作業では径28cm下
5．36KWH／m３，30～38m３，56KWH／m３，40cm上
3．20KWH／m３とし，小割作業では径級別にそれぞれ
5．95KWH／m３，4．32KWH／m３，4．10KWH／m３と
し，大割，小割作業以外は設備KWに負荷率0．5，1
日８時間年間300日をかけて使用量を算出し，それに
単価4．73円を乗じて使用料とした。
　消耗品のうち帯鋸，丸鋸については調査資料6）によ
り，原木1m３当り15円とし，他の消耗機械部品につ
いては機械設備の3％とした。
　工具備品は機械設備の5％とした。
　修理費は工場建物は坪当り300円とし，機械設備に
対しては設備硫の2％とした。
　検査料は製品m3当り72円とした。
　減価償却費は残存価格10％とし，耐用年数は建物30
年，機械設備15年，フォークリフト，ショベルローダ
ーは5年の定額償却とした。
　他に工場雑費として製品m3当り50円を計上した。
　フォ－クリフト，ショベルローダーの維持費として
調査により年間フォークリフト，能力1tonー155，000
円，2ton－260，000円，ショベルローダー，1．5ton

第4表　工場従業員給料

径級、品等込価格  7,700 円/ｍ３
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－425，000円，2ton－490，000円を算入した。

　1．5．一般管理販売費

　事務職員給料は前記調査資料4）より１人平均年間

290，000円とし，人数は管理職3人の他原木製品関係

1人1日8．34m3の割合で第5表の如く配置した。
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　第5表　事務員，役職員数

　役職員給は常勤役員年間750，000円，非常勤役員は

年間100，000円としその人数は第5表の如く定めた。

  福利厚生費は労務費と同様10％とした。

  その他事務用品は製品m３当り40円，修繕料として

事務所坪当り10，000円，火災保険料は建物設備の2

％，旅費通信費は製品m３当り150円，会費交際費は売

上高の1．3％，その他雑費は売上高の1．5％とした。

　1．6．営業外費用

　貸倒損金を売上高の1％とした。

　支払利子及割引料については借入金その他利子の支

払いを必要とするものが総資本に占める割合を45％と

し，年利8％により算出した。

　1．7．売上高

　製材製品材種別，等級別工場渡し価格は第６表に示

すものを用いた。これは旭川地区における協定価格７）

と市況８）を参考にして作成したものである。基準とな

る板厚1.25cm，長3.65m，１等材及び10.5cm正角１等材

の価格を14，400円とした。これに原木品等径級割合，

径級別生産歩止りを含めて生産額を算出すると材種，

等級込で製品ｍ３当り14，200円となり，原木1ｍ３から

10，640円の製品が生産されることになった。なお試験

結果によりチップ用背板は歩止り11．6％，鋸屑歩止り

も11.6％で，価格をそれぞれ3,780円／ｍ３，360円／ｍ３

として計算した結果，品等径級込原木１ｍ３から産出

される額は製品，副製品合せて11，130円となった。

　2．算出結果

　以上述べてきた算出基礎により集計した結果第７表

の如くなった。

　売上高を100として各項目の構成割合をみると ，原

木費は69.2％となっている。労務費はＢ１が8.9％と最

大で最小はＦ6の5．0％であり，各規模毎に人力主体の

工場が一番高く，運搬装置を入れ１人当りの生産性を

高めるに従って低下するのは当然である。製造経費は

最小はＦ１の3．4％から，最大はＡ5の5．0％であり，労

務費とは反対に運搬装置の機械化に伴って高くなって

いる。一般管理販売費は8．5％から9．7％となってお

り，営業外費用は3．4％から3．6％を占めている。

  売上高から以上の項目を差引いたものが純利益とな

るわけであるが，それを売上高と対比させたのが売上

高純利益率である。最高はＦ4Ｆ5の9．0％で最低はＡ1
の5．4％となっている。これを１人当り生産性との関

　第6表　製　品　材  種，等  級　別  価  格　表 単位円／m３
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連より図示したのが第１図である。（第1図には後述

する操業度が変った場合のものも含めているが，ここ

では上部操業度100％について検討する。）規模別に

みるならば原木処理量の小さいＡから最大のＦまで大

きくなるに従って売上高純利益率は高くなっている。

ただＥの場合だけがやや低くＣと前後している。又売

上高純利益率を生産性の大小と関連させてみると全体

としては1人当りの生産性が高まるにつれて売上高純

利益率も高くなっている。例外としてＣ4とＣ5，Ｆ4

とＦ5においてそれぞれ等しく，又Ｄ5，Ｅ5，Ｆ6に

おいてやや低下している。Ｄ5，Ｅ5，Ｆ6では選別工

程を機械化したのであるが，その機械化による労務費

の減少より概械化による経費増加の方が大きいためと

考えられる。

　次に純利益を使用総質本と対比して使用総資本収益

率についてみるならば第２図に示す如くなる。（第２

図にも操業度変化した場合を含んでいるので，上部操

業度100％について検討する）大ざっばな見方をする

ならば規模別には大きい程，又生産性の大きい程収益

性が高く売上高純利益率と同様の傾向を示している。

第1図　売　　上　　高　　純　　利　　益　　率



　第7表　算　　出　　結　　果 　上瀾：金額　　千円
　下欄；構成比率％
　＊（％）売上高純利益率
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　第2図　総　　資　　本　　収　　益　　率



　ただＦ工場について売上高純利益率はＦ６で低下して

いるが，総資本収益率ではＦ４ですでに低下してい

る。これはＦ４，Ｆ５でコストの面では効果があった

が，そのために多額の資本投下を必要とするためであ

る。資本の効率という観点にたつならば，むしろマイ

ナスの効果と考えられる。同様のことがＣ５について

もいえる。

　針葉樹製材工場における売上高純利益率の目標を８

％以上と考えれば，Ｃ４Ｃ５Ｄ３Ｄ４Ｄ５Ｅ４Ｅ５Ｆ3Ｆ４Ｆ５

Ｆ６の各工場が入り，これらの工場について収益率を

みるならば11.7％以上となっている。これらの工場は

１日原木処理量45ｍ３以上，原木捲立，入工，製品運

搬をフォークリフト，ショベルローダーで機械化し，

工場内運搬は自動（一部半自動）製品選別は人力又は

機械化という工場で，１人当り生産性は1．5m3以上と

なっている。

　3　今後の研究の進め方

　以上をもって製材工場の適正規模に関する研究につ

いて一応の区切りをつけたいと思う。各段階で述べて

きた如く製材工場における生産能力，生産性ひいては

収益性に影響を与える因子が数多く存在し，そのため

一定の基準を設けその前提にたって比較検討を行って

きた。従って個々の工場と比較する場合には多くの相

異点が出てくるので，今後は各前提条件を変えて広範

囲な検討を進めたいと考えている。

　例を操業度にとってそれが80％，60％と変化した場

合の売上高純利益率及び総資本収益率を第１図第２図

の下部に示した。この場合の操業度80％，60％という

のは原木処理量の変化をいうのであって他の前提条件

はこれまでと全く同様である。

　3．1．操業度変化による生産性への影響

　分子である原木処理量は80％，60％と減少している

が，分母である従業員数は機械操作要員を固定し，捲

立，入工，剥皮，運搬，選別工程のみ減少させたので

工員の減少率は少ない。その結果操業度100％のとき

は、最小1．0m3／人目から最大2．1m3／人日であるのに

対し，操業度80％のときは最小0．9m3／人日から最大

1．8m3／人日であり，操業度60％のときは最小0．8m3／

人日から最大1．5m3／人日となっている。

　3．2．操業度変化による売上高純利益率への影響

　操業度の変化に伴って変動させた費用は ，原木費，

労務費の一部（前述の機械操作以外の要員），消費電

力料，帯鋸刃物類，検査料，運搬車維持費，工場雑

費，事務用消耗品，旅費通信費，会費交際費，雑費，

支払利子割引料，貸倒損金等である。

　売上高純利益率について第１図により規模別，形態

別にその傾向をみるならば，操業度の変化に拘らず大

体同じであり，例外として操業度60％の場合ＢがＡよ

り低くなっている。操業度100％では最大９％から最

小５％であるのに対し，操業度80％では最大６％から

最小２％であり，操業度60％では最大１％から最小マ

イナス４％となっている。

　3.3． 操業度変化による総資本収益率への影響

　総資本のうち固定資産は固定し，流動資産のみ売上

高の減少に準じて減少させた。

　全体の傾向としては第２図に示す如く各操業度と

も大体同じ傾向であることは売上高純利益率の場合と

同様である。操業度100％では最大13％から８％であ

るのに対し，撰業度80％では最大８％から最小３％で

あり，操業度60％では最大１％から最小マイナス４％

となっている。

　前提条件が変化した場合について操業度の変化を例

にして大ざっぱな検討を試みたのであるが，ここで今

まで述べてきた設定条件をふりかえってみるならば，

生産能力設定に影響する因子には理想に近い数値を，

又製造販売経費に影響する因子には平均的で妥当と考

えられる数値を挿入しで来た。今後は前者については

原木径級割合がさらに小径化した場合と，操業度が低

下した場合について検討を進め，後者については原木

価格，製品価格，人件費がそれぞれ20％上下した場合

について検討する予定である。又その他設備の減価償

却が進んだもの，自己資本額の多寡による影響等をと

り上げるかどうかについても考慮中である。現在32の

モデル工場について一般的公式的ともいえる検討を行

って来たのであるが，各条件を変え数多くのモデルを

作成することによって広範囲にわたる検討が可能にな

ると考ている。

　最後に本研究にあたり種々御協力賜った業界の方
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